（別表４）

開発供給事業に必要な資金の額及びその調達方法

申請者の氏名又は名称：　　　　　　　　　　　　　　
注１　法人その他の団体の場合には名称及び代表者の氏名を記載すること。
２　申請者ごとに以下の欄を設けて記載すること。
	
	○年度
(　年　月期)
	○年度
(　年　月期)
	○年度
(　年　月期)
	○年度
(　年　月期)
	○年度
(　年　月期)

	①設備投資額
	
	
	
	
	

	②運転資金額
	
	
	
	
	

	③資金調達額合計
（①＋②)
	
	
	
	
	

	
	
補助金・委託費等

金融機関借入

自己資金

その他

	
	
	
	
	


 （単位：千円）　
注１　スマート農業技術活用促進資金の貸付け又は中小企業基盤整備機構による債務保証を希望する場合であって、かつ、設備等を導入する場合は、別表６を添付すること。
２　本計画の認定をもって、予算事業（補助金・委託費等）や日本政策金融公庫の長期・低利融資等の活用が確約されるわけではない点に留意すること（日本政策金融公庫からの資金の借入れ等に当たっては、別途、融資の申請及び審査等が必要となります。）。

